



防災基本計画に「女性の参画・男女双方の視点」が記載されたのは 2005 年 7 月の修正におい
てである。それまでの防災基本計画は「成人・男子・健常者」を中心に構成されていた。同年
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災世界会議（2005 年 1 月兵庫県神戸市）におい
て採択された「防災協力イニシアティブ」、そし




































































































































































































心となって主宰した第 1 回市民と NGO の「防
災」国際フォーラムの中で「女性フォーラム」が
部会の一つとして開催された。同国際フォーラム





























その 5 年後の 2005 年には『復興 10 年総括検
証・提言事業』の中で新たな傾向が見られる。そ













































































































































年表 1 にあるように 2000 年 6 月にニューヨー
クで「北京＋ 5」10）と呼ばれる国連女性 2000 年
会議が開催され、ここで防災・災害復興における
男女双方の視点・女性の参画が挙げられ提案・採
択された 11）。それには前年 1999 年 8 月 17 日 に
起こったトルコ大地震や、921 大地震（9 月 21 日
台湾大地震）での被害とその後の復興の困難さが
影響していると考えられる。2002 年 3 月に開催



















び、「兵庫行動枠組 」が発表された。同年 2 月に
は第 49 回国連女性の地位委員会が開催された。



























初めてである。調査は 2002 年 10 月から 2003 年

















本計画に関する専門調査会は 2004 年 10 月 8 日か
ら 2005 年 10 月 14 日まで 16 回開催されている。
そこでの検討内容は男女共同参画会議において報
告・審議され 2004 年の 7 月に初めての改定案に
かんする会議が開かれ 2005 年 12 月の最終案、閣
議決定に至るまでに 6 回会議が開催されている。
当初、防災・災害復興は「新たな分野への取


































































































1996 3月　第 40回国連女性の地位委員会（参加） 3月　第 40回国連女性の地位委員会
1997 3月　第 41回国連女性の地位委員会（参加） 3月　第 41回国連女性の地位委員会
1998 3月　第 42回国連女性の地位委員会（参加） 3月　第 42回国連女性の地位委員会



















































































































である。2004 年 10 月から 2005 年 1 月の間に何
故防災・災害復興分野が盛込まれるようになった
かを考えると次の 2 点が挙げられる。
（1）2004 年 10 月 23 日新潟県中越地震の発生 
10 月 27 日新潟県中越地震、現地支援対策
室「女性の視点」への人員派遣
（2）2005 年 1 月国連防災世界会議（1 月 18 日
〜 22 日）での「防災協力イニシアティブ」
の提唱














防災と女性のヒアリング（2002 年 10 月か





































表 2　第 2 次男女共同参画基本計画
「12．新たな取組を必要とする分野における男女共同参画の推進」
（2）防災（災害復興を含む）施策の基本的方向













































































































2005 年 7 月の最初の防災基本計画での「女性の























































2008 年 2 月（47 都道府県）に「防災分野におけ
る男女共同参画の推進に関する調査」と 2008 年



















表 4　内閣府防災基本計画　男女共同参画に関する 2005 年修正・2008 年修正（抜粋）





























































































































































































































2004 年 7 月新潟・福島豪雨（7.13 水害）、およ
び、10 月 23 日 新潟県中越地震の経験から課題
が検討されている 25）。2005 年から地域防災計画
の見直しをはじめ、2006 年 8 月の新潟県防災会














































































2008 年の地域防災計画の修正に 2008 年の防災基




































































































































































































道府県は第 15 条、市町村防災会議は第 16 条に定
められている。
地方防災会議の女性委員比率は最高比率が鳥取









鳥取県防災会議は 51 名中 8 名が女性委員であ












島根県の女性委員は 63 名中 2 名である。1 名は








2007 年度には女性委員 0 名であった新潟県は女
性委員登用のために数々の策を講じて、現在 56
































西宮市防災会議では 26 名中 2 名が女性委員であ
る。いずれも「その他市長が必要と認める者」で
西宮市医師会副会長と西宮コミュニティ協会理事
である。2007 年度は 3 名であったが、西宮市環
境衛生協議会副会長が男性委員となったため交代















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































の推進のために必要とされる（第 14 条第 2 項）


























































































災害対策基本法第 2 章「防災に関する組織」　第 2 節　地方防災会議


















れている。2008 年 3 月には石川県穴水町におい























































学の役割と重要性」2005 年 6 月 23 日日本学術会議
ジェンダー学研究連絡委員会 21 世紀の社会とジェ
ンダー研究連絡委員会
２）　国の防災計画の中では、2005 年（平成 17 年）の
修正によって社会的弱者に「妊産婦」の文言が加え
られている。
３）　 兵 庫 県 統 計（2005）http://web.pref.hyogo.lg.jp/
pa20/pa20_000000016.html
４）　相川康子「『災害とジェンダー』総論」大矢根淳他
編『災害社会学入門』弘文堂、pp. 223 ─ 228、2008
年、浅野幸子「地域防災活動における女性の活躍
とこれから」大矢根淳他編『災害社会学入門』弘文










６）　 目 黒 依 子「 自 然 災 害 と ジ ェ ン ダ ー」『 月 刊














８）　震災から 10 年目として 2004 年 12 月に開催され、
「震災 10 年神戸宣言」が採択された（事務局次長：
被災地 NGO 恊働センター代表 村井雅清）。
９）　12 の項目からなる『北京女性行動綱領』、そして
『北京宣言』が採択された。


























基本計画に関する専門調査会、2005 年 7 月。
14）　原ひろこ発言「男女共同参画基本計画に関する専












「平成 16 年（2004 年）新潟県中越地震非常災害対策
本部第 4 回本部会議議事次第」、2004 年 10 月 26 日。
17）　「兵庫人挑む─『官』の役割今も問い続け」神戸
新聞 2007 年 11 月 18 日朝刊 1・4 面。
18）　小宮恵理子（内閣府男女共同参画局総務課）「防災
における女性の視点」『男女共同参画情報メール第




聞社 2004 年 12 月 1 日。
小宮恵理子（内閣府男女共同参画局総務課）「防災に
おける女性の視点」新潟県『男女平等推進課だより
　ふれ愛ほっとらいん』100 号、2004 年 12 月 10 日。






























ついて』、2007 年 7 月 25 日。





マニフェスト』2007 年 3 月 20 日。


























29）　例えば、東京都（2007 年 5 月）、茨城県（2007 年
4 月）、長崎県（2007 年 5 月）、仙台市（2007 年 3
月）、さいたま市（2007 年 3 月）、名古屋市（2007































研究ジャーナル』（10）、pp. 5 ─ 14、2006 年。
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『災害社会学入門』弘文堂、pp. 223 ─ 228、2008 年。
アジア女性資料センター「［特集］災害とジェンダー」
『 女 た ち の 21 世 紀（Women’ s Asia 21）』（42）、
pp. 3 ─ 37、2005 年。


















研究所、pp. 72 ─ 81、2008 年。
小林郁雄「復興街づくりへの挑戦─阪神・淡路大震
災の教訓」『地域づくりの挑戦』名古屋大学災害対






2 回市民と NGO の「防災」国際フォーラム報告
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Gender-Equality in Disaster Reduction: 
Focus on Gender in Regional Disaster 
Prevention Plans
Abstract
Only as recently as July 2005 was the basic plan for disaster prevention cor-
rected to take into account the “participation of women and a gender-sensitive 
perspective.” Until then, it was oriented mainly to “adult, male and normal 
individuals.” That year in December stipulations on “Disasters (including 
Disaster Reconstruction)” were included in the “Second Basic Plan for Gender 
Equality.” Changes such as these reﬂected the voices of victims in disaster 
areas such as Kobe and Niigata, discussions held at annual conferences of the 
United Nations Commission on the Status of Women (especially 2000, 2002, & 
2005), and responded to the “Initiative on Disaster Reduction through ODA” 
issued at the United Nations World Conference on Disaster Reduction in 2005 
held in Kobe, Hyogo prefecture.
After the above-mentioned amendments to the basic plan, a gender-sensitive 
perspective has begun to inform prefectural, municipal, as well as regional 
disaster prevention plans. In February 2008, moreover, “women’s participation 
in the policy decision-making process” was expressly called for in the basic plan 
for disaster prevention. These changes show how gender-equality in disaster 
reduction has spread at every level of government and in public awareness.
Putting these principles into actual practice, however, has yet to be realized. 
For example, the national government budget for ensuring gender equality in 
disaster reduction was 0 yen in 2008 and 2009. Despite the above-mentioned 
amendments, gender-equality in disaster reduction has not been incorporated 
into disaster manuals nor has it been implemented in action plans enough.
To develop a common awareness of gender-equality in disaster reduction, 
several measures and policies are needed. For example: (1) sufﬁcient funding 
to ensure gender equality in disaster reduction, (2) close coordination between 
disaster-reduction and gender-equality divisions at every level of govern-
ment, and (3) active attention to the recruitment of women to serve on the 
Disaster Prevention Council. In order to do so, an amendment to prefectural 
and municipal regulations is required based on Article 15, Clause 8 and on 
Article16, Clause 6 of the Basic Law on Natural Disasters. Greater efforts for 
75
enforcement of gender-equality policy in disaster reduction at both the national 
and local government levels are crucial.
Key words: Gender-Equality, Second Basic Plan for Gender-Equality (2005 ─ 
09), Regional Disaster Prevention Plans, Disaster Prevention Council

